
１． はじめに 
１．１ 研究の背景と目的 
	 2007 年の能登半島地震は過疎化の進む農山漁村地域
において甚大な被害をもたらした。それから 11 年が経
過した現在、震災当時に急激な人口流出が予想された輪

島市旧門前町（以降門前地区）は、人口・世帯数の減少

も自然減程度で大幅なものではなく注１、伝統的な集落景

観を取り戻すことができた。一方で、農山村の全国的な

課題である空き家の増加、管理されない空き地・耕作放

棄地の増大は震災以前から問題になっており、震災後は

より顕著になった。空き家は震災で損壊し解体され空き

地となったほか、地震は高齢者が農業をあきらめる精神

的な契機となり、耕作放棄地の増加も見込まれた。 
	 このような状況を打開するには、新規の定住者や UI
ターン者などの地域に居住し就労する人材が不可欠であ

り、彼らの住環境を確保することは必要条件と言える。 
しかし、門前地区には民間の賃貸住宅が少なく注２、近居

や段階的定住、単身者などの需要に応じるものは公的な 
 
 
 
 

住宅ストックのみである。従って、公的な住宅ストック

は地域居住者を確保する上で重要な鍵と言える。 
	 本稿では、特に震災による被害が大きく、過疎化によ

る人口減少、農業就労者の減少、空き地や空き家の増加

が問題となってきた門前地区道下集落を対象に、農山漁

村地域における公的居住ストックが地域持続性要因とな

っている実態を明らかにすることを目的とする。 
１．２ 研究の位置付け 

	 輪島市道下地区については、神戸大学山崎研究室にお

いて能登半島地震後の 2007年より調査を行ってきた。 
特に能登半島地震後の住宅復興施策の展開と災害公営住

宅２）では、輪島市の住宅復興メニューを評価した上で、

道下地区の災害公営住宅の入居者が生活再建だけでなく

周辺集落や人間関係に寄与していることに言及している。 
	 また、被災地の公的住宅供給に関する時間経過後の研

究には以下の有益なものがある。 
	 浅井秀子らによる 2000年鳥取県西部地震の 10年後 
の住宅再建支援の実態と住民意識からみた課題４）では、 
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被災直後と 10 年後に調査を行うことで、行政による住
宅支援制度が居住継続の上で重要な役割を果たし、被災

後からの人口変動は自然減程度であることを明らかにし

ている。澤田雅治の中越地震における罹災者公営住宅の

建設と運営５）では、新潟県中越地震から 8年半が経過し
た中山間部の公営住宅（当初の罹災者公営住宅）の入居

者動向を調査し、空室になった後も公営住宅としての需

要があることを明らかにし、将来を見据えた災害公営住

宅計画へ言及している。 
	 また、山崎研究室では阪神淡路大震災から 13 年後の
公営住宅に関しても調査を行っている。特に淡路市東浦

町仮屋震災復興地区におけるコミュニティ住宅に関する

調査研究６）では、コミュニティ住宅が利便性の高い公営

住宅としてUターン者や Iターン者、親族近居の受け皿
になっていることを示している。 
	 以上は、災害に伴う公的な住宅やその政策をおおよそ

10年後に調査することで、それらが人口維持に対する一
定の寄与となり、地域持続の要因となることを明らかに

するものである。「持続」には時間の概念が含まれており、

長期的に対象を見ることで初めて明らかにすることがで

きる。加えて上記研究から明らかなように、災害から 10
年後は、被災者が自らの住環境が安定した状態で復興を

評価でき、また、公営住宅は居住者動向を見ることがで

きる時期を迎えている。 
	 以上を踏まえると、能登半島地震の被災地においても

同様の時期を迎えていることが予想される。そこで、本

稿では、道下地区の公営住宅の地震発生から 11 年後の
現在に至るまでの入居者動向をみるため転出入者へのヒ

アリング調査を行う。その上で、個別の事例から地域の

持続性に寄与する要素を見出し、震災後に公営住宅とそ

の他の公的居住ストックが地域持続性に関する役割を果

たしてきたことを述べる。このように、地域持続性の視

点から公的居住ストックを評価することに本論の独自性

がある。 
１．３ 研究方法  

	 筆者らは、2007年５月以降定期的に行われてきた調査
結果を踏まえ、2018年５月に現地調査を行った。 
	 まず、事前情報として既往研究のデータを把握した。

また、2009年度、2014年度、2018年度の３つの時系列
の住宅明細図を入手し、震災後の公営住宅や市の分譲地

等の入居者動向を確認した。次に、道下地区でのヒアリ

ング調査を行った。対象の公営住宅は道下地区内で現在

入居可能な唯一の公営住宅である松風台住宅であり、公

営住宅と災害公営住宅が隣接していることが特徴である。

対象者は⑴現在の松風台住宅内の災害公営住宅と公営住

宅、特公賃の住民⑵門前地区内の公営住宅から転出し道

下地区で暮らす住民である。また、行政サイドの現在ま

での住宅政策の情報を得るため、輪島市都市整備課にヒ

アリング調査を行った。 後に、行政データを踏まえて

既往データ・ヒアリング調査結果を整理し、地域持続性

への寄与の条件を以下のように定義し、現状の把握と考

察を行う。 
	 小田切徳美によると日本の農山村は空洞化の連鎖に直

面している１）。「人の空洞化」、「土地の空洞化」、「ムラ（集

落機能）の空洞化」の３つである。これを参照し、本稿

においては、それら３つの空洞化を抑制する要因を地域

を持続させる要因と捉え、地域持続性に必要な集落の持

続性要因について図１に示す。各項目は小田切を参照し

ながら、山崎研究室の過去３）と今回の調査内容から筆者

が分類したものである。 

 

図１ 集落を持続させる要因とそれに寄与する事項 

２．研究対象 

２．１ 輪島市道下集落の概要 

	 道下集落は輪島市旧門前町に位置し、旧諸岡村の中心

集落である。人口は震災前から減少しているが、それと

比較すると世帯数の減少は緩やかであり、特に被災前後

の平成 12年から平成22年にかけては世帯数が増加して
いる。平成 27年時点では平成 12年を 21軒下回ってい
るが被災後に世帯数が増加したことは特筆すべきことで

ある注１。また、地震によって甚大な被害を受けたこの集

落では、住宅再建のスピードが周辺集落と比較して早か
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ったことも大きな特徴である注３。門前には道下集落と舘

集落の２箇所の仮設住宅が作られ、災害公営住宅への入

居者はそこから入居した。輪島市では豊富な再建メニュ

ーが段階的に用意され、自力再建が推奨されていたため、

地震発生２カ月後に輪島市が実施したアンケートの７９

世帯から、実際に災害公営住宅に入居したのは４９世帯

と大きく減少した注４。そのため、災害公営住宅の入居者

の多くは再建メニューがあっても自力再建が難しい、或

いは前住地に居住するのが難しい高齢者であり、道下地

区も例外ではなかった。道下集落に建てられた仮設住宅

は 150戸と規模が大きかったため、入居者同士に交流が
少なかったが、災害公営住宅入居後は既存の公営住宅の

町内会に所属している。 
２．２ 輪島市における公的居住ストック供給システム 

	 輪島市の公的居住ストックについて、震災前から現在

までの流れを述べる。本稿では、公的居住ストックとは

公的に供給された住宅や空き家バンクに登録済みの空き

家、行政により開発された住宅分譲地を示すものとする。	  
	 まず、震災前からのものは市営住宅があり、民間賃貸

住宅が少ないことを踏まえ通常の市営住宅に加えて特別

公共賃貸住宅（以降特公賃）というそれらに代わる家賃

が定額の住宅を設けている。特に門前地区の市営住宅で

ある「さくら住宅」では全戸が特公賃となっている。市

営住宅に対しては市内からの入居希望がほとんどである。

入居理由には高齢者やシングルマザーなどの住宅難を理

由とするものと、結婚などを機に世帯分離をしたいとい

うものがあり、世帯分離を希望するものはより良い居住

環境を条件とするため、特定の公営住宅では希望が集中

し、空き待ちが発生することもある。しかし、全体を見

れば空きが数軒ある状態であり、住宅供給は不足してい

ないという。 
	 震災後には、被災者の従前のコミュニティや活動を保

つため、従前居住地から 1.5㎞の範囲を目安に仮設住宅
が建設された。災害公営住宅では、避難所や仮設住宅で

生まれた人間関係をそのまま維持出来るように、仮設住

宅の近くに建設された。つまり、従前居住地から比較的

近い位置に、コミュニティを継承する形で災害公営住宅

が建設されたことになる。近年は入れ替わり（表２）に

より一般の公営住宅としての側面が大きくなりつつある。 
上記の市の災害公営住宅に対する意向が も現れたのが

「自己所有地提供型災害公営住宅」であり、従前の居住

地を一部市が無償で買い上げ、そこに土地所有者の災害

公営住宅を建設するものである。市内に 4軒が建てられ、

コミュニティの維持だけでなく、空地の発生を防ぐ意味

でも評価できる。 
	 また、民間の賃貸住宅が少ないことから、 近では特

に単身の移住者に対応した住宅への対応が行なわれてい

る。公営住宅で単身者向けの物件は５５歳以上の年齢制

限があり、若い単身者が入ることができないため、若者

が入居できる移住促進住宅が本年度から設けられた。国

から払い下げた集合住宅で、市が運営している賃貸住宅

で、間取りは３LDKだが、シェアハウスとしても利用で
きるようにしている。入居期間が 4年以内となっており、
継続して居住する場合を見通した移住・定住促進の一種

である。また、新たにマリンタウン（輪島市河合町の北

側にある埋立地で、市の分譲地等がある）にできた市内

の航空学園関係者を主対象とした民間賃貸住宅にも建設

補助を行っており、単身者に関しても需要と供給が合っ

てきているという。 
	 加えて埋立地であるマリンタウンの市の住宅分譲地の

売れ行きも好調である。マリンタウンの住宅建設に携わ

っている「家づくり協議会（現在は株式会社家づくり輪

島）は、地元の民間工務店の震災特需の次なる需要を生

むため、市の定住促進政策などと連携し立ち上げられた 
表１ 輪島市における公的居住ストック（調査より作成） 

種類 名称 特徴 

市営住宅 公営 所得に応じ変化、福祉住宅的 

特公賃 ⺠間アパート同様家賃定額 

移住促進住宅 ⼊居期間 4 年以内、漆芸研究所の

学⽣や移住者向けの賃貸 

災害公営

住宅 

災害公営 ⼩規模⽊造 2 ⼾１棟、⼊居 3 年経

過で公営住宅と同じ扱い 

⾃ ⼰ 所有 地提

供型 

上記に同じ、⼟地は 10 年後無償

で返され、建物は減価償却できる 

その他震

災契機 

モデル住宅 住宅再建のモデル、購⼊する 

住宅分譲地 ⼟地を購⼊し新築する 

登録済み

空き家 

空き家バンク 賃貸と売買があり物件による 

表２ 各災害公営住宅の退去世帯数（輪島市都市整備課よりデ

ータ提供、平成 29 年時点） 

団地名 ⼾数 退去世帯数 
マリンタウン住宅 12 ⼾ ３世帯 
横地住宅 11 ⼾ ５世帯 
宅⽥住宅 12 ⼾ ４世帯 
松⾵台住宅 10 ⼾ ４世帯 



ものである。 
また、空き家バンクも登録数が増加しており需要が多

いということだった。こちらも運営は家づくり協議会で

あり、市は仲介を行い、不動産会社が販売・運営してい

る。空き家には賃貸と売買の物件があり、リフォームに

は市から補助が出ることもある。 
	 このように、輪島市では定住促進を軸にしながら、需

要に応じた公的居住ストックの供給システムに取り組ん

でいるが、あくまでも定住促進の路線が強く、定住志向

以外の受け皿は十分とはいえない。 
３.道下地区における公的住宅供給 

３．１ 道下地区内の公的住宅供給の現状 

	 図２は、道下集落の公的住宅ストックの場所と生活施

設の位置、町内会の構成を示したものである。 

	 公的居住ストックの住宅は全て木造である。西側に位

置する道下住宅は老朽化のため募集停止の状態であり、

払い下げや立ち退きが進められている。住宅再建モデル

住宅は市の定住促進政策の一環である分譲地に建設され

ており、分譲地はほぼ空きのない状態で住宅が立ち並ん

でいる。松風台住宅、自己所有地提供型災害公営住宅も

含め、すべて既存の町内会に属する形で計画されている。 
	 図３は松風台住宅の配置図である。 
	 松風台住宅は市営住宅と特公賃が2002年竣工であり、
2009 年に災害公営住宅が敷地内に隣接する形で建てら
れ、それらを全て含めて松風台住宅という。ファミリー

世帯も入居できる間取りの公営住宅と特公賃が向かい合

い、その南側と東側に災害公営住宅が位置する形である。

図２に示した通り、松風台住宅は比較的生活施設へのア

クセスがしやすい高台に立地している。医院や郵便局に

行きやすく、現在は無くなったが、建設当初はあったス

ーパーも高い利便性の要因であった。また、コミュニテ

ィセンターや公民館も建設され、地域活動の核となる施

設が隣接している。加えて、保育園の正面、小学校へも

徒歩で通える立地であり、教育の中心に位置することか

ら、近隣集落の中では も子育てに適した場所である。

子どもが少ない中で、コミュニティセンターは放課後の

子どもたちを受け入れる場にもなっているため、安心し

て働きながら子育てができる環境が整っている。 
３．２ 居住者ヒアリング結果と分析 

	 本章では、能登半島地震後の公営住宅への入居者と転

居者が１．３節で定義した集落の持続性要因に対して寄

与する項目に該当しているかを個別事例に基づいて分析

し、明らかにする。加えて、市の分譲地と空き家バンク

の事例についても触れ、地域における公的居住ストック

が持続要因に寄与していることに言及する。 
３．２．１ 震災後転入者の事例 

	 表３、表４は松風台住宅の現在の居住者属性等を示し

たものである。表４では、災害公営住宅として建設され

た棟で入れ替わりが起こっているため、後からの入居者

は公営住宅として入居している。被災理由以外の震災後

の入居者について特に有用な事例を述べる。 
①福祉施設で働き、実家と近居しながら子育てを行って

いる事例	  
１）事例 
	 E 世帯は、1 階建、特公賃の棟に入居している。夫の
実家は旧輪島市、妻の実家は門前地区であり、結婚を機

に松風台団地へ入居した。夫婦で門前地区内の介護福祉

施設に勤務しているという。また、幼い子どもが３人い

る。子どもは世帯主である Eさんの輪島の実家へ行くこ
とを楽しみにしており、週１回弱訪問するという。 
２）地域持続性に寄与する事項に関する考察 
	 彼らから特筆すべきことは、夫婦が介護福祉施設に勤

図２ 道下地区の公的居住ストックの立地 

図３ 松風台住宅の配置図（輪島市資料参照） 



務している点である。高齢化の進む地域では、福祉施設

への需要が高まっており、若い彼らが就業しなければ地

域内での介護が成立しなくなる。また、親世代に 30〜40
代が多い松風台住宅内では も若い世帯であり、子ども

も小さいため、今後も門前地区にとって欠かせない存在

と言えるだろう。 

②震災後に小松市から地域に戻り、親戚の工場で働きな

がら子育てをしている事例 
１）事例 
	 J世帯は、２階建、特公賃の棟に入居して 3年になる。
夫は道下集落の周辺集落である鹿磯（かいそ）集落、妻

は旧仁岸地区の池田集落に実家があり、それぞれの実家 

表３ 松風台公営住宅側の入居者属性 
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では民宿と工場を営んでいて、夫婦で妻の工場に勤務し

ている。夫は工場勤務の前は小松市で勤務し、震災後に

Uターンしたという。妻は東京で働いていたが、親戚の 
営む工場を継ぐ責任を感じていたという。 
	 夫の実家は家業がありスペースがないため、結婚を機

に実家を案じて近居を選ぼうとしたが、門前には民間の

賃貸住宅がなかった。妻も実家（親戚）と門前町内に３

つある公営住宅以外の選択肢はなかった。２年間志賀町

高浜のアパートで待ってようやく松風台住宅へ入居でき

たという。 
	 鹿磯の夫の実家が近いため、こどもの遊び場になって

いるほか、妻の親戚の工場への勤務もしやすく、両親の

介護をすることになっても通いやすい立地である。 
	 空き家への入居や新築の可能性については、空き家は

前の住人の生活の染み付きや、仏壇の存在、建物の古さ

がネックになっている。また、「実家があって空き家が大

量にある中、家を建てようとは思えない」という。 
２）地域持続性に寄与する事項に関する考察 
	 彼らは、地域内にある独自の技術を持った工場を継承

する上で不可欠な存在であり、技術の継承、雇用創出の

面で地域に貢献している。また、双方の実家とつながり

を保つことができており、実家の両親にとっても将来へ

の不安が解消されていると言える。この小学校学区の学

年の人数はいずれも一桁台であり、こどもの存在も地域

持続にとって大きな役割を果たしている。 
	 その反面、この地域の住宅への課題もうかがえる。共

働き世帯の J夫婦は所得面で公営住宅へ入居するのが難
しく、特公賃に入居するために他の地域で 2年待たなけ
ればならなかった。また、夫が単身でUターンした時も
入れる住宅がなく、苦労したとのことだった。加えて、

空き家には多くの要因から抵抗感があった。新築に関し

ては、新築を建てることで将来的に実家が空き家になり、

こどもが戻らなければ新築も空き家になるため、負の遺

産を作ってしまうように感じられるようだった。 
③さくら住宅から震災を機に移り住み、住環境が改善し、

実家との近居、子育てをしている事例 
１）事例 
	 I 世帯は、公営住宅の２階建に入居している。夫は道
下集落の出身であり、現在松風台住宅の持ち回り制の区

長を務めている。妻は京都から結婚を機に移り住んだと

表４ 松風台災害公営住宅側の住人属性 

（後から入れ替わった入居者は災害公営住宅として建てられた棟に通常の公営住宅として入居している） 
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いう。震災時は門前地区内の別の公営住宅であるさくら

住宅に入居していたが、１階でカビの発生など住環境に

問題があり、震災でも被害を受けたため、道下集落内の

夫の実家に避難し、その後松風台住宅へ入居した。 
	 夫の実家が松風台住宅から徒歩１０分程度と近く、こ

どもを頻繁に連れていくという。こどものいる家庭が周

りに多いため、出身地の違いがあるがこどもを通して話

すことはあるとのことだった。 
２）地域持続性に寄与する事項に関する考察 
	 この世帯は、松風台住宅内において、夫が道下地区の

出身である、という重要な役割を持っている。なぜなら、

A’さんが通常持ち回りである区長を長年務めていたのは、
道下地区とつながりのある人物で、他の区との話し合い

がしやすいことが大きな要因であった。A’さんの転出前
に Iさんが区長になったことで、今後の地区活動も継続
しやすいとの見方もできる（図４）。 
	 道下地区の夫の実家との交流が盛んであり、こどもも

地区内の小中学校に通っていて、夫も地区内で勤務して

いることから、住宅と地区にとって重要な持続性要因で

ある。 
	 また、さくら住宅からの転居を機に住環境が改善した

ことにも触れておく。行政側のヒアリングではさくら住

宅には空きがあり、住宅は不足していないとのことだっ

たが、空室になる要因はその住環境にある可能性は否定

できない。今回のヒアリングからは、単に住宅難を解消

できればいいのではなく、実家と近居し、なおかつより

良い住宅に住みたいという意見が多かった。現代的な住

宅への需要がうかがえる事例であった。 

 
図４ 区長の果たす役割 

④災害公営住宅の次の居住者が松風台住宅内へ寄与し

ている例 
１）事例 
	 Qさんは災害公営住宅として建てられた棟に公営住宅
として入居し、１人で住んでいる。彼女は災害公営住宅

に入居している高齢者のOさんと出身地が近く、以前か
ら交流を持っていた。Q さんの方が２５歳年下であり、

足の不自由になってきた O さんが住宅内で も頼りに

している人物である。Oさんによると、災害公営住宅に
入居していた知り合いが死去、施設への入居、こどもに

引き取られるなどの理由で退去した中で、Qさんが入居
していることに助けられているという。クリーンデーは

高齢者の場合、事前の都合のいい時に草刈りを行っても

良いことになっているため、QさんとOさんは一緒に行
ったという。 
２）地域持続性に寄与する事項に関する考察 
	 今回、QさんとOさんが知り合いだったことは偶然と
も言えるが、災害公営住宅が公営住宅として新たな入居

者を迎えることで、生活が難しい災害公営住宅の高齢者

が救われる可能性があることを示す一例である。輪島市

の政策の影響もあり、松風台の災害公営住宅に入居した

のはほとんどが高齢者である。入居者が移り変わってい

く中で、新規の入居者が高齢者を支えることができれば、

地域内で安心した老後を過ごすことが可能になる。した

がって、本例も地域内の単身高齢者の生活維持にとって

大きな意味を持つと言える。 
３．２．２ 公営住宅退去者で道下現住者の事例 

	 表５は転居者へのヒアリング結果である。 
	 彼らはいずれも一度公営住宅に入居し、その後道下集

落内に家を構えた、所謂二段階定住を行っているという

側面にも目を向ける必要がある。 
  

①農業オペレーターの後継者で農業に貢献した事例 
 １）事例 
	 E’世帯は、夫婦ともに金沢で勤務していたが、世帯主
の E’さんが震災を機に U ターンすることを決め、実家
近くの松風台住宅の 1階建て公営住宅側に入居した。こ
の時、住む場所がなければ戻ることはなかったという。 
E’さんの父は道下地区の耕作放棄地を預かり、あるいは
買い取って経営する「農業オペレーター」の仕事をして

いた。息子である E’さんが戻ってきたことで、後継者問
題が解決することになる。父は、それを契機に体調が改

善し、大阪や東京で作物を販売する会社を他の農業オペ

レーターと立ち上げた。道下では地震後に耕作を諦める

高齢者が増加したが、E’さんが労働力に加わったことで
管理する耕作地を増やし、耕作放棄地の増加に対応する

ことができた。 
しかし、共働きの E’世帯は、特に E’さんの仕事が軌道
に乗ると、所得によって家賃が変化する公営住宅の賃料

が高額になり、新築のローンと変わらなくなった。そこ
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表５ 震災後の公営住宅転出者の住人属性 

で、実家の土地に家を新築し、両親との近居と同時に仕

事場の近くに住むことも叶えた。現在では事業が拡大し、

旧諸岡村の全農地 42haのうち 25haを管理している。 

２）地域持続性に寄与する事項に関する考察 
彼らに特筆すべきなのは、農業オペレーターを継いだ

ことで、地域の問題が解決に向かっていることにある。

仮に E’さんが戻って来なかった場合を考えてみてほし
い。道下の耕作放棄地は父一人では対応できず、その父

も高齢で体調が悪化し耕作ができなくなれば、今頃は農

業オペレーターがいなくなってしまった可能性もある。 
その場合、耕作放棄地は増大し、道下の農業と農地管理 
は立ちいかなくなり、地域も不安を抱えながら衰退の一

途をたどっていたことだろう。 
	 他の集落もそうであるように、道下も一種の排他的側

面を持っている。知らない他人に土地を売ることには抵

抗があるが、売れずに価格破壊が起こり、集落の価値を

下げ、結果他人が入ってきてしまうことにも懸念がある。

そのような中で、集落内の農業オペレーターの存在は重

要であり、E’さんによって長期的な農地維持が保証され
たことは、 良の安心材料にほかならない。 
	 E’世帯は妻も仕事で農業に貢献しており、こどももい
る。家を新築したことで将来的な空地問題も解決してい

る。彼らの地域持続性における寄与は計り知れないもの

があり、それは松風台住宅無しには成し得ないものだっ

た。 
②住宅再建モデル住宅を購入した事例 
１）事例 
	 B’世帯は道下集落に実家があり、地震時、松風台住宅
の特公賃に入居していた。震災後、市の住宅分譲地がで

き、そこにモデル住宅が建てられた。家族で居住できる

2階建てであり、見学の後、買い取って入居したという。 
２）地域持続性に寄与する事項に関する考察 
	 地域から見れば、「持ち家」という分かりやすい定住人

口が増えたことで持続性につながっているといえるが、

加えてモデル住宅に被災者が入居するのではなく、松風

台住宅の住人が入居したことにも可能性がある。松風台

住宅の親子連れの世帯の多くは、地元に住みたい、実家

と近居したい、良い住環境に住みたいという希望がある。

それらの欲求は現代的で「軽い」ものであり、決して経

済的に困窮しているから、地元に必ず戻らなければいけ

ないのに住む家がないから、公営住宅しか選択肢がない

のではない。そういった意味で、比較的安価な建売住宅

は持ち家へ踏み切りやすい「軽さ」をはらんでいるので

はないだろうか。実際、松風台住宅内にモデル住宅を見

学にいった家族は他にもあった。 
	 松風台住宅はファミリー層が地域の持ち家に定住する

過程でのワンクッションとなり、モデル住宅はそれを後

押しし、受け止めたといえる。本事例では、こうした二

段階定住への働きかけが、地域持続性にとって重要であ

ることを示している。 
	 同じ意味で、市の分譲地にも可能性がある。集落内に
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土地を買うのは、外の人が馴染むまでに多くのしがらみ

があり、「重い」行為であるが、市の新しい土地であれば

そのようなことはない。実際に、分譲地に家を新築した

Zさんは、前述の E’さんと同じくより広域の農業オペレ
ーターであり、道下に近い前住地の農地から他集落の農

地へ展開する上で道下に移り住んだ。道下に住むことで、

実家との関係、仕事を維持できており、また、農業オペ

レーターとして地域持続性に貢献している。このような

外の人物が定住するには「軽い」居住地の選択肢がある

ことが重要なポイントとなるのである。 
③震災の後、空き地に家を建て、空き地問題に寄与 
１）事例 
	 C’さんは、教師として赴任し、松風台公営住宅に入居
した。そこで暮らす中で、道下の集落内に住みたいと考

えるようになり、住人に打診し始める。そして、地震後

に集落内の購入した土地に自宅を新築した。 
２）地域持続性に寄与する事項に関する考察 
	 C’さんは Iターンである。松風台住宅の他の Iターン
者からも、「海や山が綺麗なので住むことができて嬉しい」

との声が聞かれた通り、道下は外部の人間にとって十分

に魅力ある地域なのである。しかし、それも道下に「一

旦」住まなければ分からないことで、初めから持ち家で

定住したいという移住者は少ないのではないか。 
	 そのような「一旦」住むことのできる住宅が門前地区

には公営住宅しかない。移住者の定住促進には、段階的

な側面を考慮すべきであると言える。 
	 本事例から、公営住宅は Iターン者が地域に定住する
上でも地域に寄与することがわかった。 
④さくら住宅から震災を機に実家を新築し、別棟を含め

た柔軟な住み替えを行っている事例 
１）事例 
	 D’世帯の夫婦は、金沢で勤務しており、夫の航空学園
の仕事の都合で夫の実家のある門前地区に住むことにな

った。初めは親戚の空き家に入居していたが、公務員に

転職し市に斡旋されたさくら住宅に入居した。その後、

地震で道下集落の実家が被害を受けると、その新築に出

資し、祖父母と同居する形で実家にUターンした。その
際父母は別棟に住み、その後もニーズに合わせて別棟と

母屋を住み替えながら３世代居住を実現し、祖父母が施

設に入り子供が大きくなった現在は母屋に子世帯、別棟

に親世帯が住んでいるという。 
２）地域持続性に寄与する事項に関する考察 
	 本事例では、実家の母屋の他に別棟があったこと、ま

た祖父母と孫の関係性であれば同居が許容できたことが、

地域定住においてキーになっている。だからこそD’さん
は出資に踏み切ることができたと言え、それが地域復興、

将来的な空き家・空地問題、少子高齢化問題などこの地

域の課題解決の一助となった可能性も見出せる。D’さん
は消防団にも所属し、夫婦共働きであり、地域持続性に

寄与していることは言うまでもない。	  
3．2．3 事例からみえた公営住宅の役割 

	 図５は調査結果をまとめたものである。左のような属

性の人々が公営住宅へ入居しており、入居者は右のよう

に地域に貢献していることが分かった。それらはいずれ

も地域の持続性に寄与する事項に該当しており、彼らが

地域に住むには公営住宅が必要であった。従って、公営

住宅は地域持続性に寄与していると捉えることができ、

これが農山漁村地域における公営住宅の役割といえる。 
	 また、公営住宅転出者や集落外の住人にとって、市の

分譲地は現代的な定住を実現する上で役割を果たし、彼

らにもまた地域持続への貢献がみられた。 

図５ 地域持続における公営住宅の役割                                                                                       

3．3 空き家について 

	 D’世帯の事例で述べた中に登場した空き家は、道下集 
落の周辺集落に立地し、現在空き家バンクとして提供さ 
れている。その結果、以前は他県から女性二人がシェア

ハウスとして利用し、一人は福祉、一人は産業で周辺に

勤務していたという。その後も人の入れ替わりが起こっ

ているとのことだった。 
	 前述の通り、民間賃貸住宅のない門前地区においては、

公営住宅か空き家という選択肢しかないため、特に Iタ
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ーンの移住者にとって空き家バンクに登録された空き家

の存在は価値があると言える。 
	 一方で、空き家活用の問題点も公営住宅入居者のヒア

リングから伺うことが多かった。その中で、 も空き家

に住むことのネックになっているのは他人の仏壇がある

ことだという。輪島市周辺は浄土真宗を信仰する家庭の

多い地域であり、各家庭の仏壇は大型のものが一般的で

ある。仏壇は非常にデリケートな問題であるが、仏具屋

に預ける制度など、今後空き家を活用する上では対策が

必要である。 
	 他には、他人の生活が染み付いている、荷物が残って

いる、といった類似するものもあったが、リノベーショ

ンなどで手を入れることができない物件があることも空

き家を選択しない理由として挙げられた。 
	 空き家は賃貸ストックと異なり、前住人の所有物とい

う側面を持ったストックであるため、それを次の住民の

所有物に柔軟にシフトできなければ長く住むことは難し

く、短期的な需要にしか対応できないと言える。また、

事例ではシェアハウスとして利用していたのが有効であ

り、いくら住む場所に困っていても、単身者には規模が

大きく住みにくい。本例から現段階では短期的な居住に

対応するストックとしては成立している可能性が見出だ

せるため、単身者向けシェアハウス等の選択肢を増やす

等で利用の幅を広げられるのではないだろうか。 
4．まとめ 

	 調査から得られた知見をまとめる。 
	 公的な居住ストックによって、IターンやUターン、
段階的な定住が可能になり、その住人はいずれも地域の

持続に寄与する項目に該当していることがわかった。反

対に、それらがなければ彼らに住む場所がなく、公的居

住ストックは地域の持続にとって不可欠な要素であると

言える。したがって、公的居住ストックは地域持続性に

寄与している。 
	 しかし、従来の定住志向と比較すると、現代の居住地

選択には「軽さ」が見られ、公的な居住ストックへの需

要は変化している。 
	 門前地区には民間の賃貸住宅が少ないため、主に特公

賃が家族で UI ターンする人々の需要を満たしている。
事例からも明らかなように、住宅難を一様にとらえるの

ではなく、短期居住や両親との近居、人によっては空き

家への抵抗感、災害への備えなど、現代的かつ精神的な

要因として捉えることが重要である。 
	 地域持続性要因となる公的居住ストックは、すでに従

来の定住促進と弱者対応の公営住宅では現状のニーズと

ズレが生じているのである。 
	 また、移住政策では Iターンの移住者に目を向ける以
上に地域の出身者の U ターンをより重視したほうが地
域持続性に寄与する可能性が高いといえる。彼らは地域

に無関係で一から関係性を築く必要のある移住者とは異

なり、地域や実家の後継者としての責任を少なからず感

じていることが多く、 終的な定住志向も高い。すでに

関係性と愛着を持っている方が地域への貢献もしやすい

と言える。それは実際に、震災を契機に集落へ戻ってき

た例が証明する部分である。そのような潜在的な定住志

向は段階的な定住によって現れることが多く、はじめに

「軽い」居住地があることがもはや必要条件と言える。

他の移住者に関しても同じことが言え、需要に即した住

む場所がなければ住めないのである。要するに、潜在的

な定住意識、現代的な家族関係や仕事環境を考慮し、居

住スタイルの選択肢を増やすことで、地域の将来を担う

人材が確保され、地域の持続力となるのではないだろう

か。 
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